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資料提供 平成２２年９月２８日

企画振興部市町村課

財政班 １１４８

公営企業班 １１５１

美の国あきたネット掲載 有

県内各市町村県内各市町村県内各市町村県内各市町村のののの平成平成平成平成２１２１２１２１年度決算年度決算年度決算年度決算にににに基基基基づくづくづくづく健全化健全化健全化健全化
判断比率判断比率判断比率判断比率・・・・資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率（（（（速報値速報値速報値速報値））））についてについてについてについて

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２条及び第２２条に定める健全化判断

比率及び資金不足比率について、県内各市町村の平成２１年度決算に基づく速報値は

次のとおりである。

ⅠⅠⅠⅠ．．．．概 況概 況概 況概 況

「 （ 、 、 、● 健全化判断比率 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率

）」 、 、「 」 。将来負担比率 は 全市町村において 早期健全化基準 未満である

「 」 、 、「 」● 資金不足比率 は すべての公営企業会計において 経営健全化基準

未満である。

ⅡⅡⅡⅡ．．．．各比率各比率各比率各比率のののの状況状況状況状況

１１１１．．．．健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率

該当無し（（（（１１１１））））実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率

該当無し（（（（２２２２））））連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率

（（（（３３３３））））実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

全市町村の平均（単純平均）は１６．４％で、前年度と比較して、０．９

ポイント低下した。

比率が上昇した団体は５市町村で、低下した団体は２０市町村である。

また、実質公債費比率が１８％以上の起債許可団体は６団体で、前年度か

ら４団体減少した。

（（（（４４４４））））将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

全市町村の平均（単純平均）は１１４．９％で、前年度と比較して、

１８．３ポイント低下した。

なお、比率は全ての団体において低下した。

２２２２．．．．資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率

資金不足が発生したのは前年度と同じ４団体の４会計で、病院事業が３会

計、公共下水道事業が１会計である。

比率が上昇したのは１会計で、低下したのは２会計である。

なお、前年度、比率が「経営健全化基準」の２０％以上となった三種町公

共下水道事業特別会計は、経営健全化計画に沿って経営改善に取り組んだ結

果、基準を下回った。


